
平成１８年岐阜県地価調査のあらまし

岐阜県都市建築部都市政策課

Ⅰ 地価調査の概要

１ 目 的

本調査は、国土利用計画法（昭和４９年法律第９２号）による土地取引の規制を適正かつ

円滑に実施するために、同法施行令（昭和４９年政令第３８７号）第９条第１項に基づき、

毎年１回基準地の標準価格を調査し、その結果を公表するものである。

これは、地価公示法（昭和４４年法律第４９号）に基づき国（土地鑑定委員会）が実施し

ている標準地の公示価格とあわせて公的土地評価体系の確立を図るとともに、一般の土地取

引価格の指標とするものである。

（注）基準地とは、土地の用途が同質と認められるまとまりのある地域において、土地の利

用状況、環境、形状等が当該地域において通常であると認められる土地である。

２ 基準地の価格判定

基準地の価格は、平成１８年７月１日における単位面積当たり（宅地は１平方メ－トル、

林地は１０ア－ル（１０００平方メ－トル））の標準価格である。この標準価格とは、「土

地について自由な取引が行われるとした場合におけるその取引において通常成立すると認め

られる価格」をいうものであり、売り手、買い手の双方に売り急ぎ、買い進み等の特殊な事

情がない取引において成立すると認められる価格を示すものである。

標準価格は、毎年１回、１人以上の不動産鑑定士に鑑定評価を求め、その結果を審査し、

必要な調整を行って判定する。（国土利用計画法施行令第９条第１項、第２項）

３ 対象区域と基準地の設定数

（１） 宅地関係

地価調査の対象区域は、県下全市町村で、基準地は５８５地点を設定した。

なお、基準地の用途別設定数は、次のとおりである。

住宅地 宅地見込地 商業地 準工業地 工業地 合 計市街化調整区域内宅地

３７０ １ １１３ ４２ ３８ ２１ ５８５

（注）上記地点数には国土交通省が実施する半期地価動向調査分（２３地点）を含む。

下表も同じ。

また、基準地の区域別設定数は、次のとおりである。

市街化区域 市街化調整区域 非線引都市計画区域 都市計画区域外 合 計

２０５(１) ２１ ２０４ １５５ ５８５(１)

（注）（ ）は、宅地見込地で内数である。



（２） 林地関係

林地関係の基準地は２５地点を設定した。

都市近郊林地 農村林地 林業本場林地 山村奥地林地 合 計

６ ６ １０ ３ ２５

４ 共通地点の設定

地価公示（１月１日調査、３月下旬公表）との連携を密にし、半年毎の地価動向を把握す

るため、地価公示の標準地と同一地点である基準地（共通地点）を２０地点設定。

Ⅱ 調査結果の概要

１ 宅地の対前年変動率について

① 宅地の対前年平均変動率については、住宅地が△３．７％（１７年△５．２％）、商業

地が△４．７％（１７年△７．１％）等全用途でマイナスの変動率を示し、１４年連続の

下落（宅地見込地は１５年連続の下落。）であるが、全用途において、前年と比べて下落

幅が縮小している。

（第１表参照）

② 区域別対前年平均変動率は、市街化区域内住宅地は△３．９％（１７年△６．７％）、

市街化区域内商業地が△４．４％（１７年△７．８％）で、市街化区域内平均は△４．２

％（１７年△７．２％）、市街化調整区域は△６．０％（１７年△８．０％）、非線引都

市計画区域平均は△４．５％（１７年△６．４％）で、都市計画区域全体の平均は△４．

４％（１７年△７．６％）である。また都市計画区域外平均は△２．９％（１７年△３．

５％）であり、都市計画区域、都市計画区域外の全用途で下落幅が縮小している。

（第１表参照）

③ 対前年変動率の分布状況について、住宅地及び商業地については下落率が１０％超の地

点が無くなっている。前年と比べ、下落率が０％超～５％の地点が増加している。上昇の

地点は住宅地で増加したが、商業地では見られない。準工業地については前年と比べ、下

落率が０％超～５％の地点が増加しているが、０％以上の地点は見られなかった。工業地

については０％を超える地点が現れた。

（第２表、第３表、第４表、第５表参照）

④ 対前年平均変動率がプラスの市町村は、住宅地では白川村のみで、商業地ではない。工

業地では関市、御嵩町、可児市でプラスとなっている。

⑤ 対前年変動率がプラスの基準地は、住宅地では岐阜（県）－４１（岐阜市加納堀田町１

丁目２１番１）の１．９％が最大で、他に岐阜市で１地点、高山市で１地点、白川村で２

地点となっている。また、工業地では、美濃市と関市で各１地点が０％となり、関市で２

地点、可児市で１地点、御嵩町で１地点のプラスの変動となっている。



⑥ 対前年変動率がマイナスの上位１０地点を見ると、住宅地では、土岐（県）－６（土岐

市駄知町字雨池８１７番１）の△８．７％が最大となっている。商業地では、養老（県）

５－１（養老郡養老町高田字町１４１番１）の△８．７％が最大となっている。

第１表 区域別、用途別対前年平均変動率 （単位：％）

都市計画区域 住 宅 地 商 業 地 準工業地 工 業 地 平 均宅 地 見 込 地 調整区域内宅地

市街化区域 △ 3.9 △ 4.1 △ 4.4 △ 5.1 △ 5.0 － △ 4.2
(△ 6.7) (△ 7.6) (△ 7.8) (△ 7.8) (△ 9.3) (△ 7.2)

市街化調整 － － － － － △ 6.0 △ 6.0
区域 (△ 8.0) (△ 8.0)

非線引都市 △ 4.5 － △ 5.6 △ 5.1 △ 2.9 － △ 4.5
計画区域 (△ 6.0) (△ 7.8) (△ 6.5) (△ 6.7) (△ 6.4)

合 計 △ 4.2 △ 4.1 △ 4.8 △ 5.1 △ 3.3 △ 6.0 △ 4.4
(△ 6.4) (△ 7.6) (△ 7.8) (△ 7.2) (△ 7.2) (△ 8.0) (△ 7.6)

都市計画区域 △ 2.5 － △ 4.5 － △ 3.6 － △ 2.9
外 (△ 3.0) (△ 5.1) (△ 5.4) (△ 3.5)

県 計 △ 3.7 △ 4.1 △ 4.7 △ 5.1 △ 3.3 △ 6.0 △ 4.0
(△ 5.2) (△ 7.6) (△ 7.1) (△ 7.2) (△ 6.7) (△ 8.0) (△ 5.9)

（注） 表中上段は１８年の対前年平均変動率。下段は１７年の対前年平均変動率

第２表 住宅地の対前年変動率の分布状況

年地点数 年地点数変 動 率 18 基準地所在市町村及び地点数 17

下落率 ０ ８
１０％超

下落率 ８３ 岐阜市１０ 高山市５ 多治見市７ 関市３ ２０３
５％超～１０％ 美濃市１ 瑞浪市３ 羽島市１ 恵那市３

美濃加茂市４ 土岐市９ 各務原市４
可児市４ 山県市４ 郡上市４ 海津市３
（８町省略）

下落率 ２７１ 岐阜市３１ 大垣市２３ 高山市２３ １５９
０％超～５％ 多治見市７ 関市１４ 中津川市２１

美濃市４ 瑞浪市１ 羽島市５ 恵那市１４
美濃加茂市２ 各務原市１１ 可児市１０
山県市５ 瑞穂市６ 飛驒市９ 本巣市１０
郡上市１１ 下呂市１１ 海津市６
（１５町村省略）

０％ ７ 岐阜市２ 高山市１ 恵那市１ 飛驒市１ ４

下呂市２

上昇率 ５ 岐阜市２ 高山市１ 白川村２ ４

０％超～５％

上昇率５％超 ０ ０

総 数 ３６６ ３７８

（注） 総数は、継続地点数。



第３表 商業地の対前年変動率の分布状況

年地点数 年地点数変 動 率 18 基準地所在市町村及び地点数 17

下落率 ０ １４
１０％超

下落率 ５２ 岐阜市８ 大垣市１ 高山市３ 多治見市２ ７３
５％超～１０％ 関市３ 中津川市３ 美濃市１ 瑞浪市１

羽島市３ 恵那市３ 美濃加茂市１ 土岐市１
各務原市１ 可児市１ 瑞穂市１ 本巣市１
郡上市２ 下呂市１ 海津市３（１２町省略）

下落率 ５２ 岐阜市１５ 大垣市９ 高山市４ 多治見市１ ２６
０％超～５％ 関市１ 恵那市１ 各務原市１ 可児市１

山県市１ 瑞穂市２ 飛驒市１ 本巣市２
郡上市３ 下呂市４ （６町村省略）

０％ １ 岐阜市１ １

上昇率０％超 ０ ０

総 数 １０５ １１４

（注） 総数は、継続地点数。

第４表 準工業地の対前年変動率の分布状況

年地点数 年地点数変 動 率 18 基準地所在市町村及び地点数 17

下落率 ０ ３
１０％超

下落率 ２４ 岐阜市３ 多治見市４ 関市１ 中津川市１ ３５
５％超～１０％ 美濃市１ 瑞浪市１ 羽島市１ 恵那市１

美濃加茂市１ 土岐市３ 各務原市１
可児市１ 岐南町２ 笠松町２ 垂井町１

下落率 １７ 岐阜市３ 大垣市３ 高山市１ 多治見市２ ４
０％超～５％ 中津川市２ 山県市１ 本巣市１ 郡上市１

下呂市１ 神戸町１ 北方町１

０％ ０ ０

上昇率０％超 ０ ０

総 数 ４１ ４２

（注） 総数は、継続地点数。

第５表 工業地の対前年変動率の分布状況

年地点数 年地点数変 動 率 18 基準地所在市町村及び地点数 17

下落率 ０ ０
１０％超

下落率 １１ 大垣市１ 高山市１ 瑞浪市１ 各務原市１ ２５
５％超～１０％ 本巣市２ 海津市３ 神戸町１ 輪之内町１

下落率 １９ 大垣市１ 高山市１ 中津川市２ 恵那市１ １３
０％超～５％ 山県市１ 瑞穂市１ 飛驒市２ 郡上市１

下呂市２ 垂井町１ 揖斐川町１ 大野町１
池田町１ 坂祝町１ 川辺町１ 八百津町１

０％ ２ 美濃市１ 土岐市１ ０

上昇率 ４ 関市２ 可児市１ 御嵩町１ ０

０％超～５％

上昇率５％超 ０ ０

総 数 ３６ ３８

（注） 総数は、継続地点数。



２ 宅地の価格水準について

① 住宅地の平均価格については３７，４００円で、前年より５００円下落している。５万

円以上の市町村は、岐阜市をはじめ７市町となっている。市では、岐阜市（７５，６００

円）が最も高く、以下大垣市（５９，６００円）、瑞穂市及び各務原市（５６，７００

円）の順となっている。町村では、岐南町（６６，４００円）、笠松町（６４，６００

円）、北方町（６１，７００円）、の順となっている。

（第６表参照）

② 商業地の平均価格については８０，１００円で、前年より２，６００円下落している。

１０万円以上の市町村は、岐阜市、飛驒市の２市となっている。市では、岐阜市（１４５，

６００円）が最も高く、以下飛驒市（１０５，９００円）、大垣市（９３，５００円）の

順位となっている。町村では、岐南町（７８，３００円）、笠松町（７５，０００円）、

北方町（７２，０００円）の順となっている。

（第６表参照）

③ 区域別平均価格では、市街化区域内住宅地が６２，９００円、市街化区域内商業地が１

１３，７００円、市街化調整区域は３４，１００円、非線引都市計画区域平均は３９，６

００円、都市計画区域外の平均は１６，９００円である。

（第６表参照）

④ 住宅地、商業地、準工業地、工業地の価格分布状況をみると、住宅地、商業地、準工業

地、工業地とも前年と同程度の分布状況である。

（第７表、第８表、第９表、第１０表参照）

⑤ 県下の最高価格地点は、住宅地は岐阜（県）－３９（岐阜市八ツ梅町１丁目５番外）で

１２４，０００円、商業地は、岐阜（県）５－１１（岐阜市神田町７丁目１７番）で４１

４，０００円となっている。

⑥ 価格の上位１０地点をみると、住宅地、商業地ともに岐阜市、高山市で占められている。



第６表 区域別、用途別平均価格 （単位：円）

住 宅 地 商 業 地 準工業地 工 業 地 平 均都 市 計 画 区 域 宅 地 見 込 地 調整区域内宅地

市街化 62,900 42,000 113,700 60,500 35,300 － 74,700
区域 (65,300) (43,800) (118,600) (63,600) (37,100) (77,800)

市街化 － － － － － 34,100 34,100
調整 (36,300) (36,300)区域

非線引 35,500 － 66,500 45,200 21,300 － 39,600
(37,200) (70,200) (46,600) (22,800) (41,600)都市計画区域

合 計 48,800 42,000 95,400 54,300 23,600 34,100 56,100
(50,800) (43,800) (99,800) (56,500) (25,200) (36,300) (58,500)

都市計画 13,200 － 33,700 － 12,700 － 16,900
区域外 (13,200) (34,100) (12,400) (16,800)

県 計 37,400 42,000 80,100 54,300 21,300 34,100 45,700
(37,900) (43,800) (82,700) (56,500) (21,800) (36,300) (46,600)

（注） 表中上段は１８年の平均価格。下段は１７年の平均価格

第７表 住宅地価格分布状況

年地点数 年地点数価格（㎡あたり） 18 基準地所在市町村及び地点数 17

150,000 以上 ０ ０円

100,000 ～150,000 ９ 岐阜市７ 高山市２ ９円 円未満

50,000 ～100,000 １０１ 岐阜市３５ 大垣市１９ 高山市１０ １１２円 円未満

多治見市１ 各務原市１１ 可児市１ 瑞穂市５

飛驒市２ 本巣市２ 郡上市２ 下呂市１

（５町省略）

25,000 ～ 50,000 １２５ 岐阜市４ 大垣市２ 高山市４ 多治見市１３ １１８円 円未満

関市７ 中津川市３ 美濃市４ 瑞浪市２

羽島市６ 恵那市２ 美濃加茂市５ 土岐市６

各務原市４ 可児市１０ 山県市２ 瑞穂市１

飛驒市３ 本巣市５ 郡上市１ 下呂市３

海津市７（１５町省略）

25,000 １３５ 大垣市２ 高山市１５ 関市１１ 中津川市１８ １４３円未満

美濃市１ 瑞浪市２ 恵那市１６ 美濃加茂市１

土岐市３ 可児市３ 山県市７ 飛驒市５

本巣市３ 郡上市１３ 下呂市９ 海津市２

（９町村省略）

総 数 ３７０ ３８２



第８表 商業地価格分布状況

年地点数 年地点数価格（㎡あたり） 18 基準地所在市町村及び地点数 17

500,000 以上 ０ ０円

200,000 ～500,000 ４ 岐阜市４ ５円 円未満

100,000 ～200,000 ２５ 岐阜市１５ 大垣市５ 高山市２ 関市１ ２６円 円未満

飛驒市１ 郡上市１

50,000 ～100,000 ５０ 岐阜市７ 大垣市４ 高山市２ 多治見市２ ４７円 円未満

関市１ 中津川市１ 美濃市１ 瑞浪市１

羽島市４ 恵那市１ 美濃加茂市１ 土岐市１

各務原市２ 可児市２ 山県市１ 瑞穂市３

飛驒市１ 本巣市２ 郡上市１ 下呂市３

（９町省略）

50,000 ３４ 大垣市１ 高山市４ 多治見市１ 関市２ ３７円未満

中津川市２ 恵那市３ 山県市１ 本巣市１

郡上市３ 下呂市２ 海津市３（１０町村省略）

総 数 １１３ １１５

第９表 準工業地価格分布状況

年地点数 年地点数価格（㎡あたり） 18 基準地所在市町村及び地点数 17

100,000 以上 １ 高山市１ １円

50,000 ～100,000 ２１ 岐阜市６ 大垣市２ 多治見市２ 関市１ ２４円 円未満

各務原市１ 本巣市１ 郡上市１ 岐南町２

笠松町２ 垂井町１ 神戸町１ 北方町１

10,000 ～ 50,000 ２０ 大垣市１ 多治見市４ 中津川市１ 美濃市１ １８円 円未満

瑞浪市１ 羽島市３ 恵那市１ 美濃加茂市１

土岐市３ 可児市１ 山県市１ 下呂市１

関ヶ原市１

総 数 ４２ ４３

第１０表 工業地価格分布状況

年地点数 年地点数価格（㎡あたり） 18 基準地所在市町村及び地点数 17

50,000 以上 ０ ０円

30,000 ～50,000 ７ 大垣市１ 高山市１ 中津川市１ 瑞浪市１ ８円 円未満

各務原市１ 可児市１ 瑞穂市１

10,000 ～ 30,000 ２６ 高山市１ 関市２ 中津川市１ 美濃市１ ２８円 円未満

恵那市１ 美濃加茂市１ 飛驒市２ 本巣市２

下呂市１ 海津市３ 養老町１ 垂井町１

揖斐川町１ 大野町１ 池田町１

神戸町１ 輪之内町１ 坂祝町１ 川辺町１

八百津町１ 御嵩町１

10,000 ５ 大垣市１ 土岐市１ 山県市１ 郡上市１ ５円未満

下呂市１

総 数 ３８ ４１



３ 共通地点の６ケ月変動率について

共通地点２０地点の６ケ月変動率については、岐阜（県）－４１（岐阜市加納堀田町１丁

目２１番１）の地点で上昇が見られた。１７年後期（平成１７年７月１日から平成１８年１

月１日まで）と１８年前期（平成１８年１月１日から平成１８年７月１日まで）を比べると、

３地点で下落幅が拡大したが、１地点で上昇、２地点で横ばいとなり、その他の地点では下

落幅が縮小している。なお今年、羽島（県）５－４については選定替えを行っている。

４ 林地の地価動向について

林地２５地点の平均価格は、１０ア－ル（１０００平方メートル）当たり３４７，６００

円、対前年平均変動率は△５．９％（１７年△７．４％）となっており、前年より下落率が

縮小した。

（第１１表参照）

第１１表 林地平均価格、変動率

区 分 地点数 平均価格 変動率（％）

都市近郊林地 ６ １，１３３，８００ △７．２
（６） （１，２２１，８００） （△８．９）

農 村 林 地 ６ １６３，５００ △６．１
（６） (１７３，８００） （△６．３）

林業本場林地 １０ ７５，２００ △５．４
（１１） （７８，７００） （△７．０）

山村奥地林地 ３ ５１，１００ △４．５
（３） （５３，２００） （△７．４）

合 計 ２５ ３４７，６００ △５．９
（２６） （３６１，５００） （△７．４）

（注） 表中上段は１８年、下段は１７年のデータ


